



Question to a way of thinking as support  
between the married couple in Japan 
 






































































































































































































































































































































































































































の親子法 183 頁以下（勁草書房・1995 年）、同「高齢化社会と老親扶養」高千
穂論叢 31 巻 1 号 52 頁（1996 年）、同「『扶養』の定義とその法的構成について」
（一）（二）高千穂論叢 32 巻 3 号 1 頁、4 号 1 頁（1997、1998 年）参照。 
  なお、ドイツにおける扶養概念の変遷については、野沢紀雅「ドイツ法におけ
る扶養概念の変遷」(一)（二）（三）民商 106 巻 2 号 191 頁、同 3 号 30 頁、同 4























(3) 中川善之助・身分法学 25 頁（岩波書店・昭和 5 年）参照。 
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(4) 我妻栄・親族法 401 頁（有斐閣・昭和 53 年）。 
(5) 西原道雄「扶養の史的諸形態とその背景」中川・青山他編「扶養」家族問題と家
族法Ⅴ19 頁（酒井書店・1974 年）。 
(6) このほかに、明山和夫・扶養法と社会福祉 1 頁（有斐閣・昭和 49 年）、深谷松
男「私的扶養と公的扶助」中川追悼・現代家族法体系３ 383 頁（有斐閣・1979
年）、松島道夫「私的扶養と公的扶助」有地亨編・現代家族法の諸問題 339 頁（弘







(8) 渡辺洋三「現代家族法理論」福島正夫編 家族 政策と法Ⅰ総論 213 頁（東大












と家族法 V 218 頁以下（酒井書店・1974 年）参照）。 
(10) 西原・前掲論文 64 頁。 
(11) 戒能民江「夫婦間の扶養とは何か」法学セミナー473 号 65 頁以下（1994 年）。 
(12) 深谷「夫婦の扶養」講座家族７ 家族と扶養 241 頁（弘文堂・1974 年）。 
(13) 田中・前掲論文 232 頁。 






(15) 戒能・前掲論文 65 頁参照。 
(16) 上野雅和「扶養義務」民法講座７294、304、308 頁（有斐閣・昭和 59 年）参照。 
(17) 注釈民法（23）親族（4）370 頁・太田武男教授執筆部分（有斐閣・昭和 57 年）。 
(18) 中川・日本親族法 444 頁以下（日本評論社・昭和 17 年）。 
(19) 中川・身分法学 25、27 頁。 
(20) 中川「扶養義務の二つの原型について」229、235 頁。 
(21) 中川・日本親族法 230 頁。 
「夫婦間の扶養」という考え方への疑問（消極） 
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含む家族の関係を統括的にとらえる（田中・前掲論文 216 頁以下参照）。 
(23) とくに、頁数はあげないが、中川「扶養義務の二つの原型について」参照。 
(24) 深谷「生活保持義務と生活扶助義務」講座 現代家族法 4 巻 197 頁、199 頁（日
本評論社・1992 年） 
(25) さらに、教授は、前記のように「夫婦関係が規範的生活共同体であるが故に、扶
養権利者は扶養義務者に同一水準の生活を維持できるだけの扶養を請求できる
との考え方が出てくることになる」とする。かりに規範的共同生活関係を論ずる
とするなら、この関係は婚姻の効果の問題として論ずれば必要十分であり、再び
扶養の問題として論ずる必要性はないのではないか。 
